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⽬ 次

本資料は事業内容等に関する情報提供を⽬的としており、当社株式への投資を推奨するものではありません。
また、本資料のうち、業績⾒通し等に記載されている将来の数値は、現時点で⼊⼿可能な情報に基づき判断した⾒通し
であり、リスクや不確実性を含んでおります。
従いまして、これらの業績⾒通しのみに依拠して投資判断を下すことはお控え下さいますようお願いいたします。
実際の業績は様々な重要な要素により、これら業績⾒通しとは⼤きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。
実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社の事業領域をとりまく経済情勢、対⽶ドルをはじめとする円の為替レート、
⽇本の株式相場などが含まれます。



１．会社概要
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会社名 三菱重⼯業株式会社
所在地 東京都千代⽥区丸の内三丁⽬２番３号
代表者名 取締役社⻑ 泉澤 清次

（いずみさわ せいじ）
創⽴ 1884年（明治17年） 7⽉7⽇
設⽴ 1950年（昭和25年）1⽉11⽇
決算期 3⽉
資本⾦※ 2,656億円

上場証券取引所 東京、名古屋、札幌、福岡
単元株式数 100株
株主数※ 241,224⼈
グループ会社（連結）※ 262社（国内 71社、海外 191社）
社員数※ 連結︓81,631⼈ 単独︓14,501⼈

本社ビル（丸の内）

取締役社⻑ CEO
泉澤 清次

（※印の項⽬は2020年3⽉末時点の数値）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

会社概要①
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国内
48.0

海外
52.0

国内外売上⽐率(%)

39.3

7.426.5

26.8

所有者別株式保有状況(%)

⾦融機関・証券会社 その他の法⼈

外国法⼈等 個⼈・団体等

発⾏済株式数
337,364千株

国内
62.6

海外
37.4

国内外⼈員⽐率(%)

従業員数
81,631⼈

'19年度
売上収益
40,413

億円

会社概要②

（2020年3⽉末時点）（2020年3⽉末時点）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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初代社⻑
岩崎 彌太郎

⼯部省⻑崎造船局を借受け、造船事業を開始
1884年 三菱重⼯業 創⽴

1950年
3社に分割

三菱銀⾏設⽴
1880年

三菱電機分離
1921年

三菱商事設⽴
1918年

三菱⾃動⾞分離
1970年

三菱 創業
1870年（明治3）

2014年 三菱⽇⽴パワーシステムズ 発⾜
（⽇⽴製作所と⽕⼒発電事業統合）

⇒2020年 100%⼦会社化

⻑い事業分離の歴史

造船業興隆

国内発電設備拡⼤ M&Aを含む事業拡⼤と
最適ポートフォリオ指向

2015年 Primetals Technologies 発⾜
（独シーメンスとの製鉄機械事業統合）

⇒2020年 100%⼦会社化

様々な分野の技術導⼊

三菱史料館所蔵

2017年 三菱ロジスネクスト 発⾜
（ニチユ三菱フォークリフトとユニキャリアが経営統合）

沿⾰①

成⻑戦略
推進

現在

第⼀の創業期

第⼆の創業期

第三の創業期

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

1964年
3社が合併
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一
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一
、
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を
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、
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じ
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一
、
世
界
的
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野
に
立
ち
、

経
営
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革
新
と
技
術
の
開
発
に

努
め
る
。

「社会の課題解決に、当社の持つ技術、リソース、ネットワークを
活⽤してソリューションを提供していく」

所
期
奉
公

處
事
光
明

立
業
貿
易

︵
期
す
る
と
こ
ろ
は
社
会
へ
の
貢
献
︶

︵
フ

ア
プ
レ
␗
に
徹
す
る
︶

︵
グ
ロ
␗
バ
ル
な
視
野
で
︶

三菱グループが共有する経営理念

沿⾰②

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

三 綱 領 社 是
1934年制定（三菱合資） 1970年制定
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(利益率） (億円)　 (利益率） (億円)  　　(億円)      (増減率）

受注⾼ 38,534 41,686 ＋3,152 (＋8.2%)

売上収益 40,783 40,413 △ 369 (△0.9%)

事業利益 (4.6%) 1,867 (△0.7%) △ 295 △ 2,162 (△115.8%)

親会社の所有者に
帰属する当期利益 (2.5%) 1,013 (2.2%) 871 △ 142 (△14.0%)

ROE 7.2% 6.6% △0.6pt

EBITDA (7.6%) 3,116 (2.8%) 1,151 △ 1,965 (△63.1%)

フリーCF 2,430 2,129 △300 - 

2018年度 2019年度 増減

2019年度決算実績

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

 受注⾼ ︓パワードメインが牽引し堅調
 売上収益 ︓中量産品事業(※)の減速により微減
 事業利益 ︓SpaceJet事業の損失（過年度計上資産の減損含む）等により⼤幅減少
 当期利益 ︓SpaceJetの過年度累計損失額及び当期損失計上額に対する

繰延税⾦資産の計上により微減
 フリーCF ︓2年連続2,000億円超を達成、強固な財務体質を実現

(※) 物流機器、エアコン、ターボチャージャ等の当社製品の中で、
⽐較的⽣産ロットの⼤きな製品の総称



２．事業内容
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その他、消去・共通︓△320

パワー
インダストリー＆

社会基盤

航空・防衛・宇宙

億円40,413

17,780
（44％）

7,049
（17％）

15,902
（39％）連結売上収益

2019年度事業部⾨別売上構成

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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エナジー
［ 新体制 ］ ［ 従来体制 ］

プラント・インフラ

物流・冷熱・ドライブシステム

航空・防衛・宇宙

C
E
O

航空・防衛・宇宙ドメイン

インダストリー＆
社会基盤ドメイン

パワードメイン
エナジードメイン

原⼦⼒セグメント

プラント・インフラドメイン

機械システムセグメント

物流・冷熱・ドライブシステムドメイン

⺠間機セグメント

防衛・宇宙セグメント

C
E
O

2020年4⽉付 事業部⾨（ドメイン/セグメント）の再編 － 経営の効率化

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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当社のコア技術・製品の特⻑

１．極めて過酷な環境で使⽤される
複雑で⾼性能な機械を、
⾼い精度で動かす信頼性

 ガスタービン
タービン⼊⼝温度1,650℃、3,000回転/分

 有⼈潜⽔調査船︓しんかい6500
最⼤潜航深度 6,500m（651気圧）

 H-IIA/Bロケット、H3ロケット
燃焼温度3,000℃、秒速11km超

 ターボチャージャ
排気温度900℃超、26万回転/分

２．⾼度な設計開発⼒・
ものづくり⼒・現場⼒

３．様々な技術の組み合わせによる
開発アプローチ

⽔素焚きガスタービンの開発
ガスタービン×化学プラント（⽔素抽出技術）
×ロケット（⽔素燃焼技術）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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ガスタービン

⾵⼒発電装置

事業分野別 主要製品（エナジー）

航空エンジン 加圧⽔型原⼦⼒発電プラント

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

排煙脱硫装置

写真提供︓
⼀般財団法⼈⽇本航空機エンジン

市場シェア 世界1位

市場シェア 世界1位

※1︓ 出⼒10kW以上の⼤型ガスタービンの
2020年第1四半期実績
（McCoy Power Reportに基づく）

※2︓ 2019年（通年）実績
（McCoy Power Reportに基づく）

(※1)

(※2)
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製鉄機械(新型電気炉)ゴムタイヤ式新交通システム(AGT*)
*電⼒駆動により完全⾃動⾛⾏

⼯作機械

市場シェア 世界2位市場シェア 国内1位

事業分野別 主要製品（プラント・インフラ）

フェリー 化学プラントごみ焼却発電設備 CO2回収プラント

(※1) (※2)

※1︓ 2020年5⽉時点（当社調べ） ※2︓ 2019年度⾒込み。2018年度実績は世界3位（いずれも当社調べ）

(⻭⾞⼯作機械)

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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ターボチャージャフォークリフト

ターボ冷凍機ルームエアコン

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

事業分野別 主要製品（物流・冷熱・ドライブシステム）

市場シェア 国内1位 (※2)

市場シェア 世界4位 (※1)

※1︓ 2019年実績（独dhf-intralogistik誌 『World Ranking Industrial Trucks2018-2019』に基づく） ※2︓ 2019年度実績（当社調べ）
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事業分野別 主要製品（航空・防衛・宇宙）

H-IIAロケット

護衛艦

Boeing787主翼

Boeing777X後部胴体

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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10号機初⾶⾏ (2020年3⽉18⽇ 於 県営名古屋空港)

M90開発・航空業界
全体における新型コロ
ナウイルスの深刻な状
況を踏まえ、引き続き
スケジュールを精査

当社グループ全体の
厳しい状況を考慮した
適正な規模の予算で
推進

• MRJをMitsubishi 
SpaceJetに改称

• M90(現開発機90
席クラス)に加え、
M100(北⽶市場へ
投⼊予定70席クラス
のモデル)の開発検
討を開始

• M90の初号機納⼊
を2021年度以降に
延期

• ⾶⾏試験機10号機
(*)の⽶国へのフェリー
フライト後に新たな
開発スケジュールを
⾒極め

• ⽶国での型式証明
⾶⾏試験⾒合わせ

• 10号機の⽶国への
フェリーフライト延期

• サプライヤーでの影響

• 航空業界への深刻な
影響

SpaceJetファミリー
（2019年6⽉）

初号機納⼊時期の⾒直し
（2020年2⽉） 新型コロナウイルス影響

（2020年3⽉〜）

シンガポールエアショー出展ブース（2020年2⽉11〜15⽇）

Mitsubishi SpaceJet 事業の状況

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

(*)型式証明可能な形態の初号機



３．2020年度業績⾒通し
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2020年度業績⾒通し サマリー

 新型コロナ影響は、⾜元の状況から先⾏きを仮定して算出、今後変更可能性あり
 対策効果とSpaceJetの予算適正化により、2020年度事業利益は±0の⾒通し

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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 ⺠間航空機と中量産品(※)は、⾜元の影響⼤きく、緊急対策に影響の進捗や
受注の遅れが懸念されるが、影響最⼩化に取り組む

26%

41%

19%

6%
８%

2019年度
売上構成

受注品（国内中⼼）
原⼦⼒、防衛、宇宙、商船、
環境設備、機械システム

中量産品（⾃動⾞以外）
物流機器、冷熱、エンジン
• 中国の操業は回復傾向
• 中国以外は、サプライチェーン含め、

操業低下が継続

⺠間航空機
構造体Tier1、航空エンジン

中量産品（⾃動⾞）
ターボチャージャ、カーエアコン、
⼯作機械
• 中国顧客は⽣産再開するも、

⽇欧⽶は操業停⽌が継続

受注品（海外中⼼）

パワー、コンプレッサ、化学プラント、
交通システム、製鉄機械
• 渡航制限・サプライチェーンの混乱
⇒契約折衝や受注プロセスに遅れ

影響︓⼩

影響︓中

影響︓⼤

影響︓⼤

影響︓⼤

• 旅客需要の減少
⇒エアラインの設備投資削減
⇒OEM減産
OEM: Original Equipment Manufacturing

新型コロナウイルスの影響⾒極め

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

(※)物流機器、エアコン、ターボチャージャ等の
当社製品の中で、⽐較的⽣産ロットの⼤きな
製品の総称
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⺠間航空機
構造体Tier1

⺠間航空機
航空エンジン

中量産品

⽣産計画の⾒直し
⼤胆な固定費削減
外部流出費⽤の削減
名古屋⼤江⼯場他で、

操業⼀時停⽌・⼀時帰休

外部流出費⽤の削減・先送り
内作・外注のバランス補正
 MRO事業拡⼤にリソース活⽤

外部流出費⽤の削減・先送り
固定費削減、⽣産調整
所在国政府等の助成制度の活⽤
⽇欧からタイへの⼀部⽣産集約

（ターボチャージャ）

事業 2020年度売上⾒通し 緊急対策
• ボーイングは⽣産再開する
も⽣産レートは不透明

• 広胴機の割合が⾼く、
落ち込み⻑期化

• ⾜元の運航減少により
収益源のサービス事業減少

• 景況の影響⼤
• 終息時期は不透明
（年内の市況回復を想定）

MRO: Maintenance, Repair & Overhaul

施策① 新型コロナウイルスの影響の特に⼤きい⺠間航空機・中量産品の緊急対策

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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施策② MHPS 100%⼦会社化でエナジートランジション加速

 世界をリードする発電技術で電⼒の安定供給と低・脱炭素社会の実現に貢献

総合エネルギーカンパニーへ

100%
資本化

 ガスタービン・環境装置での世界トップシェア維持
 スチームパワーの低・脱炭素化、サービス拡⼤
 再⽣可能エネルギーとのコラボレーション
 ⽔素社会の実現に向けた貢献

（⽔素焚ガスタービンおよび燃料電池で世界NO.1）
 低・脱炭素技術への継続投資

（アンモニア発電、CO2回収・有効活⽤、バイオマス、次世代技術）
 グループ内協業を活かした構造転換

（固定費最適化、機能統合、製品ラインアップ増強）

⽕⼒発電設備 専業JV

 ⼤型ガスタービン/環境装置で
市場トップシェア

 スチームパワー⾼操業
 低・脱炭素化に向けての取組み開始
 厳しい市場環境と競合環境下で

安定的に収益とキャッシュを確保
収益⼒の更なる向上が課題

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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施策③ サービス事業の拡⼤

 新たな時代のニーズを取り込み、サービス事業拡⼤で、収益を強化・安定化

既設発電プラント低・脱炭素化
デジタル化による効率向上・運転⽀援

ソリューション提案型サービス提供
海外サービス⼈員増強

新規制基準対応の⽀援
燃料サイクルの確⽴・安全運転の⽀援原⼦⼒

コンプレッサ

パワー

⽶国EQD社を核に北⽶直販強化
中古⾞・レンタル事業の拡⼤物流機器

駐留⽶軍の修理事業への進出
補⽤品管理・⽀援整備の拡⼤防衛

航空エンジンMRO事業拡⼤
CRJ事業買収で完成機MROへ進出⺠間航空機

EQD: Equipment Depot MRO: Maintenance, Repair and Overhaul    CRJ: Canadair Regional Jet 

サービス売上規模

2017 2018 2019 2020 2021

20%up

約1.3兆円
過去3年平均

（年度）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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2020年度の取り組み⽅針（まとめ）

新型コロナウイルス影響  影響の⾒極め、⺠間航空機・中量産品の緊急対策

定常収益⼒

 100%⼦会社化した三菱パワーを軸としたグループ
シナジー発揮、収益⼒向上

 新たな時代のニーズを取り込んでサービス事業を拡⼤
 リスクマネジメントの徹底による⾚字案件撲滅
 コーポレートの費⽤低減・効率化

SpaceJet  開発スケジュール精査と予算の⾒直し

堅調分野・伸⻑分野
 国内中⼼事業（原⼦⼒、防衛・宇宙など）の堅調維持、

期待分野にはリソース投⼊
 洋上⾵⾞の⽇本・アジアへの拡⼤

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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（利益率）  　　(億円) （利益率）   　 　(億円)　 　 (億円) (増減率) 

受 注 ⾼ 41,686 35,000 △ 6,686 (△16.0%)

売上収益 40,413 38,000 △ 2,413 (△6.0%)

事業利益 (△0.7%) △295 0 +295 
親会社の所有者に
帰属する当期利益 (2.2%) 871 0 △ 871 

R O E 6.6% - -
EBITDA (2.8%) 1,151 (3.7%) 1,400 +249 (+21.6%)

フリーCF 2,129 △4,000 △6,129 -

150円 75円
（中間75円/期末75円） （中間0円/期末75円）

2019年度実績 対前年度増減

配当

2020年度⾒通し

【前提為替レート】
1ドル ＝110円
1ユーロ ＝120円

2020年度業績⾒通し

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

 航空機関連事業・中量産品事業を中⼼に、新型コロナウィルス感染症拡⼤による減益の影響
（△1,400億円）を織込んでいる

 先⾏きの影響額を定量的に評価するのは困難だが、⾜元の状況から⼀定の前提条件を置いて、
暫定的な数値を算定したものであり、引き続き注視していく

 急激な市場環境の悪化に対して、⽣産計画の⾒直しや⼤胆な固定費削減などの緊急対策を実施する
（対策効果︓＋450億円織込み）



４．経営改⾰
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近年の経営改⾰のポイント

１．財務の健全化
キャッシュフロー重視の経営への移⾏ 安定したキャッシュフローの創出

２．バランスシートの改善
総資産の効率性改善

バランスシートの規模の圧縮
資産の組み替えの実施

３．コーポレート・ガバナンス改⾰
社外取締役⽐率の向上
相談役制度の廃⽌ 他

経営の透明性向上

４．事業ポートフォリオの最適化
ドメイン・SBU(※)制の導⼊
戦略的事業評価制度

リソースの適正配分

※︓ SBU: Strategic Business Unit （戦略的事業評価制度における事業単位）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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1,779

95

△ 560

388

△ 562

△ 301

0

△ 312

770

△ 672

2,005

1,533

2,116

1,446

386

75

1,046

1,675

2,430

2,129

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
IFRS

2018
IFRS

2019
IFRS

（年度）

（億円）

安定的なフリーキャッシュフロー創出

累計フリーキャッシュフロー（2000〜2009） 累計フリーキャッシュフロー（2010〜2019）
+625億円 +1兆4,841億円

経営管理指標︓PL（損益計算書） 経営管理指標︓CF（キャッシュフロー）TOP(※)

財政健全化と財務健全性の維持－フリーキャッシュフローの推移

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
※︓ TOP: Triple One Proportion（売上︓総資産︓時価総額＝１:１:１とする経営⽬標）
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172

143

120 115
97 102

74

42
28 24

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017
IFRS

2018
IFRS

2019
IFRS

0.89 

0.72 

0.54 
0.46 

0.53 
0.44 

0.38 
0.48 

0.38 
0.46 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017
IFRS

2018
IFRS

2019
IFRS

11,571

10,312
9,574

9,755
10,521

9,255
8,131 8,131

6,651
5,982

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017
IFRS

2018
IFRS

2019
IFERS

9,713
8,505

9,709
10,838

9,3138,919

6,676
5,373

3,450
2,547

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017
IFRS

2018
IFRS

2019
IFRS

有利⼦負債（億円） 運転資⾦（億円）

D/Eレシオ CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）（⽇）

財政健全化と財務健全性の維持－各指標の推移

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

（年度）（年度）

（年度）（年度）



5．中⻑期の取り組み
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 新型コロナ終息後の環境変化の中でも、社会から必要とされる企業であり続ける
 そのために、「⼤胆な事業・バランスシートの⼊れ替え」をテーマに、次期中期計画の

策定に半年前倒しで着⼿（今秋発表予定）

市場・顧客・社会のニーズ変化
（ESG/SDGs、ポストコロナ）

①課題事業の対策 ③成⻑戦略の推進当社の事業ポートフォリオ
（収益性・成⻑性の向上）

②事業運営体制のスリム化

脱炭素・電化・知能化(※)による
ソリューションの提供

• 事業再編を含めた
戦略オプションの検討

• 成⻑戦略に応じた事業ポート
フォリオの整理

• 既存事業の収益拡⼤
• 新領域の仕込み

• 国内拠点を再編・集約
• グループ会社の再編・集約
• ⼈材流動化の加速

経営の⽅向性

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

(※) 次ページで説明
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 社会の変化や技術のイノベーションによる当社事業への影響と機会を、中⻑期視点で
描いた当社の事業戦略の⽅向性

（補⾜）脱炭素・電化・知能化

確かなモノづくりの技術と実績

知能化電 化脱・低炭素化

既存事業の
低炭素化

短
期

電気駆動への
置き換え

脱炭素
新ビジネス

⻑
期

従来と発想・形状が
異なる次世代製品

⼈と機械の協働
無⼈化・省⼈化

データを活⽤した
サービス事業

顧客・投資家の価値観が
変化し、脱・低炭素が加速

回転体技術と
パワーエレクトロクス技術との融合

データを活⽤したユーザの
価値向上・リスクの低減

機械システムの進化社会的価値の変化

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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 財務評価と成⻑戦略との適合性の観点から、事業の⼊れ替えを加速
 課題事業は、事業再編などの戦略オプションを含めて、抜本対策を推進

成⻑戦略との適合性
単体事業としての成⻑性

単体事業としての収益性
TOP(※)達成度

⾼い

低い

⾼い 低い

伸⻑・維持ゾーン

抜本対策ゾーン⾒極めゾーン

①課題事業の対策

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
※︓ TOP: Triple One Proportion（売上︓総資産︓時価総額＝１:１:１とする経営⽬標）
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 グループ会社と国内拠点の再編により、効率化とバランスシートの圧縮を促進
 M&A等で15％レベルに膨らんだ⼀般管理費⽐率を12%に低減（利益率3％向上）

②事業運営体制のスリム化

国内拠点の再編
 再編・集約による⽣産性向上
 管理コストの削減
 アセットマネジメントの促進

グループ会社集約・再編
 管理コストの削減

⼈材流動化
 グループ内での⼈材シフト
 ⼈員対策の強化

コーポレート効率化
 業務ボリュームの削減
 重複排除・スピードUP
 ⽣産性向上

事業の⼊れ替え
 課題事業の対策強化
 成⻑戦略の推進

効率性・
⽣産性の向上
⼀般管理費の

低減

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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新領域

新事業

案件開発
事業投資

運⽤、保守・管理

 既存事業の「深化」と中⻑期トレンドを⾒据えた新事業の「探索」の両⽴
 投資資⾦の配分を⾒直して、有望分野に集中投⼊

新事業の開発成⻑分野

既存領域

川
上

川
中

川
下

C

A

A

既存事業

BB

BB

• 事業投資、サービス拡⼤、
デジタライゼーション など

上流・下流への拡⼤A

• 冷熱、物流、洋上⾵⾞ など
既存事業の成⻑B

•脱炭素化 → 
CCUS(※1)・⽔素

•クリーン・フューエル
•電源分散化

エネルギー モビリティ

安全・安⼼の社会基盤

•物流の⾃動化・
⾃律化

•CASE化(※2)を
⽀えるインフラ

•コールドチェーン
•⾷・農業の環境負荷低減
•防災・防疫の強化

SDGs
脱炭素・電化・知能化

③成⻑戦略の推進・加速

※1︓ ⼆酸化炭素の回収・利⽤・貯蔵
※2︓ ⾃動⾞を巡る新しい4つの技術・潮流（つながる、⾃動運転、シェアリング、電動化）を⽰す造語

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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 2020年3⽉、⽶国ユタ州向けに、
⽔素焚き⼤型ガスタービンを初受注

 2025年に⽔素混焼率(※)30％で
運転開始、2045年までに
⽔素100％での運転を⽬指す

 CO2排出量の⼤幅削減に寄与

拡⼤
 2020年6⽉、スコットランド沖合の

洋上⾵⼒ウィンドファーム向けに
単機出⼒10MWタービン114基の
洋上⾵⼒発電設備を受注
（2021年完成予定）

 スコットランド海域で最⼤の再⽣可能
エネルギー源になる⾒通し

⽔素焚きガスタービンの実⽤化 洋上⾵⼒発電設備の⼤型受注

分野別トピックス① － エナジー

（※体積⽐による混合⽐率）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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分野別トピックス② － 宇宙

 H-IIBロケットは、ISS補給機
「こうのとり」打上げを担ってきた
⽇本最⼤のロケット。2020年5⽉に
最終号機の打上げに成功

 2009年以来、計9機を打上げ、
通算成功率 100%を達成

拡⼤
 H-IIA、H-IIBロケットは、開発中の

後継機H3ロケットに集約
 柔軟性、⾼信頼性、低価格の実現を

⽬指し、2020年度に試験機の
打上げを予定進化に取り組んでいく

H-IIBロケット 最終号機打上げ成功 次世代機H3ロケットの開発

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元

厚⾁タンクステージ燃焼試験



6．株主還元



© 2020 MITSUBISHI HEAVY INDUSTRIES, LTD.  All Rights Reserved. 39

株主還元

60円

80円 80円

110円
120円 120円 120円

130円

150円

75円

1.50% 1.50% 1.34%
1.66%

2.87% 2.69%
2.95% 2.83%

5.49%

2.95%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

0円

50円

100円

150円

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
（⾒通し）

1株当たり配当

配当利回り（右軸）

※1︓ 2020年3⽉末時点（2019年度の1株当たり配当（150円）÷2020年3⽉31⽇の当社株価終値（2,732.5円））
※2︓ 2020年3⽉（⽉中平均）の単純平均（東京証券取引所公表値）
※3︓ 2020年6⽉末時点（2020年度の1株当たり配当⾒通し（75円）÷2020年6⽉30⽇の当社株価終値（2,543円））

（※3）

 SpaceJet投資を除く当期利益の30％を⽬安に安定的に配当
 配当利回り︓5.49％（※1）

（東証⼀部株式平均︓ 2.42％）(※2)

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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個⼈投資家向けIR情報

 当社のIRサイトにおいて、様々なIR情報を掲載

三菱重⼯ IR 検索

掲載しているIR情報（例）

決算説明会・事業計画説明会の情報配信 統合レポートの掲載

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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個⼈株主向けのイベント

広島製作所

三原製作所

 現在、新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌のため開催を⾒合わせております。

個⼈株主向け⼯場⾒学会

 個⼈株主を対象に、原則年２回開催
 国内主要⼯場を約２時間⾒学
 参加⼈数︓１回あたり80名（抽選）
 開催実績

2019年度
三原製作所（交通システム等）
2018年度
神⼾造船所（圧⼒容器等）
広島製作所（コンプレッサ等）
2017年度
下関造船所（商船等）
名古屋航空宇宙システム製作所（航空機組⽴等）

会社概要 事業内容 業績⾒通し 経営改⾰ 中⻑期の取り組み 株主還元
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